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１．背景と目的 

1.1 ICT活用工事の実現に向けた近年の取り組み 

国土交通省では，平成 28 年度より「ICTの全面

的な活用」による生産性の向上に取り組み，インフ

ラ整備の各プロセスにおいて 3 次元データの活用

を推進するため，関連基準及び要領等を整備し，国

の直轄事業として ICT 活用工事を実施している。 

この取り組みは，建設現場の生産性向上に向け

て，建設生産プロセスの各段階において 3 次元デ

ータや ICT 等を活用する施策であり，国内に広く

ICT を普及させることで災害等の非常時における

迅速な復旧復興作業での活用も期待されている。 

図-1は ICT活用工事件数 1)を示している。ICT活

用工事は直轄，都道府県政令市のいずれにおいて

も実施件数に大きな伸びが見られ，全体として ICT

活用工事が普及拡大している様子が伺える。 

 

 

図-1 ICT活用工事実施状況 

 

また公共工事に用いられる工種は多種にわたる

こと，またICTの進展が非常に早いことを踏まえ，

新たな ICT 機器を活用し，又は既存の ICT 機器の

活用範囲を拡大し，ICT 活用工事の範囲を拡大する

新たな基準類をより早く整備するため，令和元年

度より「産学官連携による基準類作成の取組」を開

始し，ICTを活用する立場にある関係団体から基準

類に関する提案を募集している。（図-2） 

 

 

 
図-2 基準類民間提案のフロー 

 
 
1.2 研究目的 

本研究では，民間提案技術として応募された，

ICT 土工における UAV による空中写真測量を用い

た 3 次元計測技術に関する，既存の基準類の改訂

（カイゼン）に関する以下の 2 提案について，検

証実験を行い，既存要領への適用を検討する。 
 

1.3 対地高度を一定とした撮影手法（等対地高度

撮影） 

現行規定では，同一コースは，直線かつ等高度と

定められており，高低差の大きい現場においては，

地上標高に合わせて複数回の飛行による計測を強

いられているが，地上標高に応じて連続的に飛行

高度を変更して対地高度を一定に保つことが出来

れば，オーバーラップ率，地上画素寸法の変化を最

小限にすることとなり，計測精度のばらつきが低

減されるため 1 回の飛行で計測が完了できる。さ

らに飛行回数を減らすことで複数回の飛行による

重複撮影箇所がなくなるため，撮影枚数を削減で

きることになり，計測や解析に要する時間の短縮

も期待できる。（図-3） 
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1.4 カメラを斜めに向けた撮影手法（斜め往復撮

影） 

従来のカメラを鉛直下方に向けた撮影手法では，

すべての画像が同一高さ，同一方向からの撮影に

なるため，画像解析時に投影中心から撮像面まで

の距離推定に複数の解が発生する場合があり，水

平方向を確定できても，高さ方向に系統誤差が生

じることとなり，この場合は後処理工程で標定点

を用いた座標補正を行うことで対応していた。カ

メラを斜め向きに置き換えて逆方向からのサイド

ラップを重ねる撮影手法を採用することにより，

高さや方向の異なる別の視点からの画像を追加し

て画像解析が行えるため高さ方向のスケールが安

定して推定されることとなり，計測精度の向上が

期待できる。（図-4） 
 

２．検証方法 

2.1 検証内容 

本研究では，既存の「3 次元計測技術を用いた

出来形管理要領（案）」で規定されている，ICT 土

工におけるUAVによる空中写真測量を用いた 3次
元出来形計測の精度確認試験実施手順に準拠した

条件の下で，提案された 2 つの撮影手法が現行要

領の規格値を満足することを検証し，さらに従来

手法との比較も行う。 
 

 
2.2 3次元出来形計測の精度確認試験実施手順 

ICT 土工における UAV による空中写真測量の測

定精度の確認方法は，設置した検証点における既

知点の座標値（基準点あるいは，工事基準上などの

既知点の座標値や，基準点及び工事基準点を用い

て TS を用いて計測した座標値）と，UAV による

空中写真測量を用いて計測した結果から得られる

検証点の各座標値の較差 x，y，z それぞれ±50mm 
以内であることを確認する。 
 
2.3 等対地高度撮影による出来形計測 

高低差があり等高度での飛行では地上画素寸法

に大きな変化が生じる試験場にて，オーバーラッ

プ率や地上画素寸法が同一になるように 2 回に分

けた従来の撮影手法と，地上標高に合わせて対地

高度を一定に保ちながら飛行する撮影手法による

計測を行う。また撮影条件として既存の「3 次元計

測技術を用いた出来形管理要領（案）」で規定され

ている，ICT 土工における UAV による空中写真測

量を用いた3次元出来形計測の測定精度に準拠し，

地上画素寸法を 10mm/Pixel，進行方向のラップ率

は 90％，隣接コースとのラップ率は 60%に設定す

る。検証点を 14 点設置し，画像解析により生成し

た点群上の検証点座標と，現場内に設置された基

準点を用いて TS で測量した検証点座標を比較す

る。（図-5～図-7） 
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図-5 等高度撮影の飛行ルート 

 

  
図-6 等対地高度撮影の飛行ルート 

 

  
図-7 等対地高度撮影の検証点 

 
 
2.4 斜め往復撮影による出来形計測 

鉛直方向の誤差が生じやすい平坦な地形の試験

場にて，カメラを鉛直下方に向けた従来の撮影手

法と，同一コースでカメラの向きを進行方向に一

定角に傾けた撮影手法による計測を行う。カメラ

の傾き（天底角）は 10°，20°，30°の 3 パター

ンの計測を行う。また撮影条件として既存の「3 次

元計測技術を用いた出来形管理要領（案）」で規定

されている，ICT 土工における UAV による空中写

真測量を用いた 3 次元出来形計測の測定精度に準

拠し，地上画素寸法を 10mm/Pixel，進行方向のラ

ップ率は 90％，隣接コースとのラップ率は 60%に

設定する。検証点を 12 点設置し，画像解析により

生成した点群上の検証点座標と，現場内に設置さ

れた基準点を用いて TS で測量した検証点座標を

比較する。鉛直精度を確認するために，後処理工程

の標定点を用いた座標補正を行う前の状態で計測

精度を検証する。（図-8～図-10） 
 

 
図-8 鉛直下向き撮影の飛行ルート 

 

  
図-9 斜め往復撮影の飛行ルート 

 

 
図-10 斜め往復撮影の検証点 

 
 

３．結果と考察 
3.1 等対地高度撮影の精度検証結果 

表-1 は TS で測量した検証点座標を真値とし，

点群データの近傍点における座標較差の最大値，

最小値及び平均値と標準偏差を，従来の撮影手法

と等対地高度での撮影手法での計測についてそれ

ぞれ記したものである。どちらの撮影手法も 14 点

の検証点すべてにおいて前述の要求精度±50㎜以

内を満足した。さらに従来の撮影手法での 2 回の

計測を合わせた写真枚数 257 枚，撮影時間 11 分に
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対して，等対地高度による撮影手法では複数回の

飛行による重複撮影箇所がなくなるため写真枚数

186 枚，撮影時間 8 分となり，それぞれ 1/4 程度の

削減効果があった。さらに画像解析時間の短縮も

図れるため，効率化に寄与する撮影手法と考察す

る。 
 

3.2 斜め往復撮影の精度検証結果 

表-2 は TS で測量した検証点座標を真値とし，

点群データの近傍点における座標較差の最大値，

最小値及び平均値と標準偏差を，従来の鉛直下向

き撮影と斜め往復撮影での計測についてそれぞれ

記したものである。平面（ＸＹ）精度に関しては，

すべての計測において大きな差は見られなかった。

鉛直（Ｚ）精度に注目すると従来の撮影手法では

大きな誤差が確認されたが，斜め往復撮影の場合，

いずれの天底角においても前述の要求精度を満足

する±50 ㎜以内での計測が行えており，別方向か

らの画像を追加して画像解析を行うことで高さ方

向の誤差が低減できていることを確認できた。こ

の場合，後処理工程の標定点を用いた座標補正が

不要となるため，省力化に寄与する撮影手法と考

察する。 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 
 

４．結言 
提案された 2 件の撮影手法について，ICT 土工

におけるUAVによる空中写真測量を用いた 3次元

出来形計測の要求精度を達成できていることを確

認した。施工における成果は，「3 次元計測技術を

用いた出来形管理要領（案）」へ反映され，令和 4
年 3 月に改正要領が公表された。今後も各工種に

おいて検証を進め，基準類の改善を継続する予定

である。 
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